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３．東日本大震災の被災地域等の中小企業者に対する配慮

文 部 科 学 省

文部科学省所管

国立研究開発法人防災科学技術研究所

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

厚生労働省所管

独立行政法人地域医療機能推進機構

農林水産省所管

国立研究開発法人森林研究・整備機構
（旧　国立研究開発法人森林総合研究所分）

独立行政法人農業者年金基金

厚 生 労 働 省

文部科学省所管

国立研究開発法人防災科学技術研究所

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

厚生労働省所管

独立行政法人地域医療機能推進機構

農林水産省所管

国立研究開発法人森林研究・整備機構
（旧　国立研究開発法人森林総合研究所分）

独立行政法人農業者年金基金

機関
（１）被災地域における発注において、平成２８年度に新たに（中小企業・小規模事業者に）配慮した事例。

（中小企業・小規模事業者に限定した措置でなくとも、結果的に中小企業・小規模事業者に配慮した形となった
ものも可。）

（１）被災地域の発注における配慮

被災地域における出張所および研究施設の運営等に必要な資材等の調達について、被災地域における中小企
業・小規模事業者に対して発注するよう配慮した。（放射線医学総合研究所）

日本海溝海底地震津波観測網(S-net)亘理陸上局舎への窓用カッティングシート看板の製作・設置、日本海溝海
底地震津波観測網(S-net)亘理陸上局　開所記念式典会場設営・運営補助等の業務を被災地域の中小企業に発
注した。

被災地域の迅速かつ円滑な復旧・復興を図るため、前金払における前払率の引き上げを行った。

（２）被災地域の復旧・復興支援することを勘案した調達

機関
（２）被災地域の復旧・復興支援することを勘案して、平成２８年度に新たに被災地域の物品等を調達した案件。

（中小企業・小規模事業者に限定した措置でなくとも、結果的に中小企業・小規模事業者に配慮した形となった
ものも可。）

・随意契約の場合は、特殊な調達を除き、全て被災地域限定で契約した。

・ＪＣＨＯの契約規程に沿い宮城県内の対象事業者を入札の広報をより広く行っております。かつ地域の大企業に
限定されないよう配慮も行っております。

見積合わせに被災地域の中小企業者を含めた。

福島木質バイオマス発酵実証施設関連事業において、現地で可能な調達を行う。

被災地域における出張所および研究施設の運営等に必要な資材等の調達について、被災地域における中小企
業・小規模事業者に対して発注するよう配慮した。（放射線医学総合研究所）

・日本海溝海底地震津波観測網(S-net)亘理陸上局舎への窓用カッティングシート看板の製作・設置
・日本海溝海底地震津波観測網(S-net)亘理陸上局　開所記念式典会場設営・運営補助

一般競争入札・見積り合せの結果、被災地域の中小企業者と契約した。

・平成28年度森林・林業復興対策実証事業（福島県会津美里町)・トレファクション原料木材チップ
・福島木質バイオマス発酵実証施設電気設備設置工事
・自家用電気工作物保安管理業務
・海岸林機械植付け業務
・各種コンテナ苗等

・電気専用回路張替及び、ロードサイン看板の調達で、新たに地元（被災地域等）業者に発注を行った。
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４．熊本地震の被災地域等の中小企業・小規模事業者に対する配慮

法 務 省

・震災後に半月程度，高速道路が通行止めとなっており，商品の搬送に影響を及ぼすことが想定されたため，
全ての事業者に対し，緊急に必要な物品を除き，納入期限に余裕を持って発注することを心がけた。
・熊本地震で整備が必要となった物品等を被災地域の業者から調達を行った。
・地震対応のため繁忙につき見積を辞退する業者が多かったことから，案件に応じ，契約業者選定に当たって，
より柔軟に対応した。
・被収容者の食料品について，被災の影響により納品が遅延した場合や納品できない場合においては，献立を
変更するなどして柔軟に対応した。

財 務 省
防災用品（ヘルメット）の全国１０財務局の一括調達を実施。結果的に九州地区の中小企業者（ただし、本社は
福岡県）の業者による落札となったもの。
物品購入や工事の発注を行う際は、熊本県の中小企業等に依頼をしている。

厚 生 労 働 省 ・経営環境等に配慮し、納期を長めに設定して事業者の負担軽減を図った。

農 林 水 産 省
・工事発注にあたって、地域精通度等地域企業の適切な評価に努めた。
・適切な調達品目の細分化を行い、中小企業が参加しやすい状況とした。

国 土 交 通 省

・熊本地震における災害復旧工事において、一般土木工事Ｃ等級の範囲を通常は６０００万～３億円のところ、６
０００万～４億５０００万円に拡げることで、Ｃ等級業者の参加機会を拡大を図った。
・熊本地震で被災した事務所の什器等の新規購入及び耐震対策を実施した案件において、参加資格等級を拡
大（本来等級ＣのところＣ又はＤへ拡大）し、さらに地域要件（熊本県内に本支店営業所があること）を設定した。
・地元中小企業間での見積りあわせを実施した。

防 衛 省
被災地域における需給の状況、原材料及び人件費等の最新の実勢価格等を踏まえた積算に基づき、適切な
予定価格の作成を実施した。オープンカウンター方式による公募型見積合わせを導入し、被災地域の中小企
業・小規模事業者も参加可能な受注環境を提供した。

文部科学省所管

国立大学法人鳴門教育大学
「平成28年度における鳴門教育大学の中小企業者に関する契約の方針」第２．２で定めている。
［熊本地震の被災地域における役務及び工事等の発注に当たっては、上記１に掲げる前段と同様の配慮に努
めるものとする。］

国立大学法人佐賀大学

「平成28年度における国立大学法人佐賀大学の中小企業者に関する契約の方針」に基づき、被災地域におけ
る需給の状況、原材料及び人件費等の最新の実勢価格等を踏まえた積算に基づき、消費税及び地方消費税
の負担等を勘案し、適切な予定価格を作成するものとした。なお、燃料や原材料等の市況価格の変動が激しい
商品については、特に最新の実勢価格や需要状況（例えば季節要因）等を考慮するよう努めるものとした。

国立研究開発法人防災科学技術研究所
防災科研が震災対応するために必要なカラー複合機等のレンタルや消耗品等を被災地域の中小企業に発注
した。

厚生労働省所管

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構

熊本職業能力開発促進センター震災復旧工事設計監理業務
職員宿舎１号北側擁壁復旧工事
機械・居住系実習場内部階段緊急修繕作業
実習場緊急修繕等

独立行政法人国立病院機構
・被災後の混乱期には、納期の延長及び分納の措置を講じた。
・被災地の中小企業、小規模事業者に積極的に発注した。

日本年金機構
熊本地震に伴い安全上或いは業務上やむを得ず事務室や事務機器の修繕又は物品の購入等が必要な場合
に緊急随契を認める。
具体的には、①一者見積りを可能　②予定価格の定め省略　などの対応を実施

機関
被災地域における発注において、平成２８年度に（中小企業・小規模事業者に）配慮した事例。
　（中小企業・小規模事業者に限定した措置でなくとも、結果的に中小企業・小規模事業者に配慮した形となっ
たものも可。）
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衆 議 院 【組織　国立国会図書館】   適切な調達品目の分類化及び集約

参 議 院
28年度において一括調達を衆議院及び国立国会図書館と行っているが、中小企業に配慮した措置は特段行っ
ていない。

最 高 裁 判 所 適切な調達品目の分類化、適切な配送エリアの設定。

会 計 検 査 院 中小企業・小規模事業者が十分対応できるよう適正な納期の設定、納入回数及び納入場所の確保に努めた。

内 閣 ・ 内 閣 府

・入札公告のHPへの掲載、当方に出入りしている業者に対し、メールにて入札公告の都度お知らせ、適切な調達
品目の分類化（人事院）
・適切な調達品目数，適切な納品箇所の設定を行った。（宮内庁）
・適切な調達品目の分類化。（警察庁）
・随意契約において、可能な限り中小企業からの見積書の徴取に努めた。（警察庁）
・競争参加資格を同一資格のみではなく、下位２位まで拡大した。（警察庁）
・仕様書の作成段階から、可能な限り特定のメーカーに偏った仕様としないように配慮した。（警察庁）
・配送エリアを吟味することによって、中小企業にも対応できる範囲での共同調達に努めた。（警察庁）
・可能な限り、在勤公署近辺の業者を抽出、また、オープンカウンター方式の採用により広範囲な業者の参加の
機会を提供した。（警察庁）
・適切な品目数、納品場所の設定（金融庁）

総 務 省
・合同庁舎に入居する他官署と事務用消耗品購入契約の共同調達を実施した。
・共同調達の実施に際し他官署との調達品目・規格の統一に努める等、業者への配慮を行った。
・オープンカウンター方式の活用。

法 務 省

・適切な調達品目の分類化及び適切な配送エリアの設定
・入札を行う際は，公告日から入札日までの期間をできる限り長くするよう留意した。
・地元の中小企業・小規模事業者が参入可能な共同調達実施品目を選定
・可能な限り，近隣施設と共同調達を実施し，発注する際も，まとめて発注して配達回数を減らすことで中小企業
者の負担軽減を図った。
・発注単位をまとめることで発注回数を削減し，企業・事業者の配送費用が増加しないように配慮した。
・各財務局主催の共同調達連絡会に参加し，共同調達の可能性について模索した。

外 務 省

①適切な調達品目の分類化
②適切な競争参加資格の設定
③適切な集配箇所の設定
④仕様書の汎用化

財 務 省

・適切な調達品目の分類化。
・オープンカウンタ方式による見積合わせを実施することにより、中小・小規模事業者を含め多くの企業が参加で
きる機会を増やしている。
・「調達メールマガジン」の配信により、企業の受注機会の増加に努めた。
・競争に参加させることのできる等級の拡大

文 部 科 学 省
一括調達、共同調達を行う際に、経済合理性に留意しつつ、適切な品目分類、適切な配送エリア等について中
小企業庁がまとめている事例を参考として活用した。また、一括調達、共同調達による競争参加資格の設定に際
しては、一等級又は二等下位の等級者の競争参加を可能となるよう弾力的な運用に努めた。

厚 生 労 働 省

・一括調達にあたっては、調達品目の適切な分類により、特定業者が有利な品目が無い様にした。（郵便料金計
器の用品を除くなど）
・納品場所を離島である大島青松園ではなく、高松港や庵治港の事務所宛てとする等の措置を行い、中小企業で
海上輸送手段の手当てが困難な業者へ配慮した。

農 林 水 産 省

・自動車点検等業務において、出先の各調達機関も併せて発注する際、地元の中小企業等の参加が見込めるよ
う、各県単位での発注とした。
・一括調達に際し、中小企業・小規模事業者が参加できるように、適切な調達品目の分類化を行った。
・全省庁統一資格を有している者であれば等級区分を指定しない措置を講じた結果、中小企業者等との契約に
つながった。
・入札公告期間を長く設定し、入札参加者の拡大を図った。

経 済 産 業 省
調達品目、調達予定数量の適切な設定
競争参加資格にＣ、Ｄを加える等の配慮

国 土 交 通 省

・適切な調達品目の分類化及び配送エリアの設定
・地元の中小企業者が受注できるよう発注ロットを地域ごとに設定
・適切な納期の設定
・下位等級を加えて競争を実施した
・地域要件の設定

環 境 省 ・少額随契を行う際には、できるだけ地元の中小規模事業者から見積りを徴取するように配慮している。

防 衛 省
適正な納期・工期の設定。中小企業の入札参加を容易にするため調達品目を分類しグループ入札を実施。十分
な公告（同等品申請）期間の設定。実質的な銘柄指定にならないよう複数の商品を例示。下位等級者を競争に参
加させる。少額随意契約案件についてはオープンカウンター方式を採用し調達を実施。

５．調達・契約手法の多様化における中小企業・小規模事業者への配慮

機関

平成２８年度における契約について、一括調達（共同調達を含む）を行う場合に経済合理性に留意しつつ、中小
企業・小規模事業者に配慮した事例。
（例；適切な調達品目の分類化、適切な配送エリアの設定等。中小企業・小規模事業者に限定した措置でなくと
も、結果的に中小企業・小規模事業者に配慮した形となったものも可。）
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内閣府所管

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 国の競争参加資格（全省庁統一資格）が下位である法人も入札に参加できるよう配慮している。

文部科学省所管

国立大学法人東北大学 共同調達において、配送エリアを近隣の県に限定している。

国立大学法人宮城教育大学
ガソリン・軽油の一括調達について、競争入札への参加者が毎年１社であり、大企業との契約となっているが、平
成２８年度において、入札公告後も参加意思を示す業者がいなかったため、地元の複数業者に連絡し入札への
参加を促した。

国立大学法人筑波大学
一般競争入札に際して、下位等級の業者も参加対象とした。
適切な業務エリアの設定。

国立大学法人千葉大学 適切な調達品目の分類化

国立大学法人東京外国語大学
西東京地区5国立大学において事務用ファイルの共同調達（随意契約）を実施したが、その見積合わせにあたっ
て、各大学と取引実績のある中小企業を中心に参加を依頼した。

国立大学法人東京学芸大学 適切な調達品目の分類化（トイレットペーパー）

国立大学法人東京海洋大学 他大学との共同調達案件について、随意契約の範囲内で行い、各大学の地元業者のみに参加を募った。

国立大学法人電気通信大学

・適切な調達品目の分類化
・共同調達の契約にあたり、地元の中小企業・小規模事業者へ見積書の提出を求めました。
・入札時の競争参加資格において、対象となる資格等級より下位等級の者も支障のない範囲で加えるよう努めて
います。

国立大学法人一橋大学
多摩地区５大学共同調達により、経済的にも事務効率的にもスケールメリットが得られ、また入札時においても等
級の競争参加資格要件を広げ、中小企業・小規模事業者においても幅広く参加できるように配慮した。

国立大学法人名古屋大学 ・入札公告期間を学内規程の最低日数（10日間）よりも長く設定した。

国立大学法人神戸大学
構内除草・剪定・伐採等業務契約において、競争に参加できる資格の等級を大企業（A等級）にまで広げることを
避けて入札公告を行った。

国立大学法人島根大学 　個々の調達物品について，適切に品目を分類し，調達した。

国立大学法人九州大学 ・上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人九州工業大学
本学公式ホームページ上に調達情報を掲載する一方、中小企業への受注機会の確保の為、適切に調達品目を
分類する事に努めている。

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学
・契約金額の支払時期を毎月または年に複数回とし、事業を継続しやすよう配慮している。

・より多くの中小企業が参入できるよう、物品の品目区分の精査・選定に配慮している。

大学共同利用機関法人自然科学研究機構 適切な調達品目の分類化。

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 少額随意契約の共同調達を実施する際に契約していた中小企業による見積合わせを実施した。

独立行政法人国立文化財機構 配送エリアの設定に配慮し同一市内の機関で調達を実施した。

独立行政法人日本芸術文化振興会 コピー用紙について、公益財団法人新国立劇場運営財団と共同調達を行った。

国立研究開発法人科学技術振興機構 対象となる資格等級より下位等級の者を競争に加えるよう努めている。

国立研究開発法人理化学研究所 競争性を高めることを目的とし、無用な仕様を削除し、研究活動に必要な仕様とすることを促進した。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 適切な調達品目の分類化

機関

平成２８年度における契約について、一括調達（共同調達を含む）を行う場合に経済合理性に留意しつつ、中小
企業・小規模事業者に配慮した事例。
（例；適切な調達品目の分類化、適切な配送エリアの設定等。中小企業・小規模事業者に限定した措置でなくと
も、結果的に中小企業・小規模事業者に配慮した形となったものも可。）
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厚生労働省所管

独立行政法人労働者健康安全機構 院内で使用する事務用品一式について、各品目毎に見積合わせを実施。（横浜労災病院）

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
訓練機器の調達において、適切な調達品目の分類化、適切な配送エリアの設定を行った。（例年に引き続き、中
小企業者への配慮として、競争参加資格における調達品目については可能な限り複数の品目を設定し、配送エリ
アについては１案件につき一カ所とした。）

独立行政法人国立病院機構

・適切な調達品目の分類化
・一般消耗品等の単価契約においては、複数品目をまとめた総価入札ではなく、１品目ごとの単価入札として入札
等を行っているため、中小企業にとって受注可能な限られた品目のみの競争参加も可能となっている（従前から）
・一般消耗品にかかる品目の分類化、仕様書を明確に記載する
・給食業務委託契約における食材調達について一括購入でなく、地域の業者より購入するよう入札説明会にて促
している。
・入札における資格審査の等級範囲を下位にも拡げ、中小企業への窓口を広げた。

独立行政法人地域医療機能推進機構

・入札参加資格に「関東甲信越地域又はその近傍に支店・営業所等、活動の拠点を有し」の条件を加えている。
・公告から開札までの期間を十分にとり、参加業者（中小企業を含む）の競争性を高める様に配慮し契約してい
る。
・適切な調達品目の分類化、適切な配送エリアの設定。

日本年金機構
①適正な準備期間、納期及び工期の設定に努めている。
②物品の調達にあたっては、特定の銘柄指定をしていない。

国立研究開発法人国立国際医療研究センター
入札にかかる参加条件を精査し、必要最低限とした。入札公告の官報への掲載、病院ホームページへの掲載、
院内掲示を行い、多くの業者の目につくよう配慮した。

農林水産省所管

独立行政法人家畜改良センター 納期に余裕をもたせて設定

国立研究開発法人水産研究・教育機構 船舶用燃油の調達において、納入港ごとかつ油種ごとの入札とした。

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

　一部の入札の競争参加資格の格付けを全等級とし、中小企業・小規模事業者も参加できるようにした。
　入札に関する情報及びそれらに係る落札に関する情報について、ホームページへの掲載により中小企業・小規
模事業者にも提供できるようにした。

経済産業省所管

独立行政法人情報処理推進機構 　適切な調達品目の分類化及び適切な配送エリアの設定に配慮した。

独立行政法人中小企業基盤整備機構
本部事務用品を一括調達する際に、納品箇所を各部門ごとに指定することにより、極め細やかなサービスが可能
な小規模事業者のみの入札となった。

国土交通省所管

国立研究開発法人土木研究所
他機関と共同調達している「トイレットペーパー購入」について、納入場所を同一市町村（つくば市）に所在する事
業所に限定している。

独立行政法人自動車事故対策機構 全ての競争調達案件について、中小企業・小規模事業者への参加機会を確保している。

環境省所管

独立行政法人環境再生保全機構 複合機の一括調達

機関

平成２８年度における契約について、一括調達（共同調達を含む）を行う場合に経済合理性に留意しつつ、中小
企業・小規模事業者に配慮した事例。
（例；適切な調達品目の分類化、適切な配送エリアの設定等。中小企業・小規模事業者に限定した措置でなくと
も、結果的に中小企業・小規模事業者に配慮した形となったものも可。）
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る

競
争

の
確

保

（
１

）
同

一
資

格
等

級
区

分
内

の
者

に
よ

る
競

争
入

札
を

行
わ

ず
、

例
外

扱
い

と
し

て
、

よ
り

上
位

の
等

級
区

分
に

属
す

る
者

を
加

え
て

競
争

入
札

を
実

施
し

た
入

札
件

数

機
関

(物
件

）
　

(工
事

）
(役

務
）

(合
計

）

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

(1
)

指
名

競
争

入
札

の
件

数

(2
)

一
般

競
争

入
札

の
件

数

(1
)

指
名

競
争

入
札

の
件

数

(2
)

一
般

競
争

入
札

の
件

数

(1
)

指
名

競
争

入
札

の
件

数

(2
)

一
般

競
争

入
札

の
件

数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数
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衆
議

院
0

0
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2

0

参
議

院
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

最
高

裁
判

所
0

0
6
3

7
0

0
0

0
0

0
7
1

9
0

0
1
3
4

1
6

会
計

検
査

院
0

0
2

2
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2

2

内
閣

・
内

閣
府

0
0

1
6
8

1
0
5

0
0

4
4

1
1

5
7

2
6

1
1

2
2
9

1
3
5

復
興

庁
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

総
務

省
0

0
1
6

1
1

0
0

0
0

0
0

7
4

0
0

2
3

1
5

法
務

省
0

0
1
,3

2
0

8
8
6

1
0

5
1

6
0

0
5
3
4

1
4
2

1
0

1
,9

0
5

1
,0

3
4

外
務

省
0

0
0

0
0

0
2

2
0

0
0

0
0

0
2

2

財
務

省
0

0
1
9
8

1
1
6

0
0

9
5

0
0

2
7
9

1
2
4

0
0

4
8
6

2
4
5

文
部

科
学

省
0

0
2
4

2
2

0
0

1
1

0
0

9
9

9
7

0
0

1
2
4

1
2
0

厚
生

労
働

省
0

0
1
0
0

6
3

0
0

9
5

0
0

5
5

2
7

0
0

1
6
4

9
5

農
林

水
産

省
0

0
4
3
7

2
9
0

0
0

0
0

0
0

1
9
7

9
2

0
0

6
3
4

3
8
2

経
済

産
業

省
0

0
6

5
0

0
0

0
0

0
1
1

8
0

0
1
7

1
3

国
土

交
通

省
0

0
3
8
2

1
8
2

0
0

2
5

0
3

1
3
0
2

1
5
6

3
1

7
0
9

3
3
8

環
境

省
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

防
衛

省
0

0
3
,5

8
2

9
7
9

0
0

6
1

2
0

0
0

5
0
8

2
1
6

0
0

4
,1

5
1

1
,2

1
5

国
計

0
0

6
,3

0
0

2
,6

6
8

1
0

1
6
2

4
3

4
2

2
,1

2
0

9
0
1

5
2

8
,5

8
2

3
,6

1
2

公
庫

等
計

0
0

3
,2

6
5

1
,7

4
3

0
0

1
6
0

7
1

1
0

2
,2

3
3

1
,1

3
0

1
0

5
,6

5
8

2
,9

4
4

国
等

計
0

0
9
,5

6
5

4
,4

1
1

1
0

3
2
2

1
1
4

5
2

4
,3

5
3

2
,0

3
1

6
2

1
4
,2

4
0

6
,5

5
6

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

(1
)

指
名

競
争

入
札

の
件

数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

う
ち

対
象

と
な

る
資

格
等

級
よ

り
上

位
者

も
参

加
さ

せ
て

入
札

を
行

っ
た

件
数

(1
)

指
名

競
争

入
札

の
件

数

(2
)

一
般

競
争

入
札

の
件

数

(2
)

一
般

競
争

入
札

の
件

数

６
．

同
一

資
格

等
級

区
分

内
の

者
に

よ
る

競
争

の
確

保

（
２

）
一

括
調

達
に

よ
る

発
注

を
お

こ
な

っ
た

際
、

予
定

価
格

に
対

応
す

る
等

級
の

者
に

加
え

、
下

位
等

級
者

を
加

え
て

実
施

し
た

入
札

件
数

（
単

位
：
件

）

(物
件

）
　

(工
事

）
(役

務
）

(合
計

）

機
関

(1
)

指
名

競
争

入
札

の
件

数

(2
)

一
般

競
争

入
札

の
件

数

(1
)

指
名

競
争

入
札

の
件

数

(2
)

一
般

競
争

入
札

の
件

数
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衆
議

院
3
3
3
,8

7
5

2
5
7
,4

8
4

7
7
.1

参
議

院
1
2
6
,3

6
1

6
4
,8

0
8

5
1
.3

最
高

裁
判

所
1
,7

4
9
,6

9
7

1
,3

6
2
,8

4
0

7
7
.9

会
計

検
査

院
5
8
,8

5
3

4
9
,8

8
8

8
4
.8

内
閣

・
内

閣
府

2
,2

1
0
,9

7
4

1
,9

7
7
,7

3
7

8
9
.5

復
興

庁
2
9
,9

0
4
,7

8
0

2
9
,5

2
9
,1

9
1

9
8
.7

総
務

省
7
5
7
,4

5
0

5
8
5
,1

4
7

7
7
.3

法
務

省
6
,0

4
3
,3

7
6

4
,5

5
0
,2

7
7

7
5
.3

外
務

省
1
,2

6
4
,6

2
4

8
4
,0

7
9

6
.6

財
務

省
6
,6

2
0
,9

9
6

4
,5

4
9
,4

8
6

6
8
.7

文
部

科
学

省
9
0
0
,2

6
6

4
5
8
,6

5
6

5
0
.9

厚
生

労
働

省
3
1
,3

6
1
,1

3
0

3
1
,0

3
7
,6

5
9

9
9
.0

農
林

水
産

省
2
,8

6
4
,2

6
5

2
,8

3
5
,0

1
6

9
9
.0

経
済

産
業

省
5
6
6
,0

2
4

5
0
7
,3

8
1

8
9
.6

国
土

交
通

省
5
,9

2
1
,2

3
6

5
,2

8
0
,4

2
0

8
9
.2

環
境

省
7
6
6
,5

6
6

5
1
9
,7

4
8

6
7
.8

防
衛

省
2
7
,5

2
2
,3

6
3

2
2
,4

2
5
,0

4
9

8
1
.5

国
計

1
1
8
,9

7
2
,8

3
6

1
0
6
,0

7
4
,8

6
6

8
9
.2

公
庫

等
計

1
0
0
,2

8
4
,7

3
3

8
1
,3

8
3
,3

0
4

8
1
.2

国
等

計
2
1
9
,2

5
7
,5

6
9

1
8
7
,4

5
8
,1

7
0

8
5
.5

比
率

（
％

）
（
B

）
/
（
A

）
×

1
0
0

（
単

位
：
千

円
）

７
．

中
小

企
業

官
公

需
特

定
品

目
に

係
る

中
小

企
業

者
向

け
契

約
実

績

機
関

官
公

需
契

約
総

実
績

額
（
A

）
う

ち
中

小
企

業
者

向
け

契
約

実
績

額
（
B

）
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８．技術力のある中小企業者に対する入札参加機会の拡大

（単位：件）

機関 入札公告件数 落札件数

衆 議 院
0 0

参 議 院
0 0

最 高 裁 判 所
39 0

会 計 検 査 院
0 0

内 閣 ・ 内 閣 府
10 9

復 興 庁
0 0

総 務 省
64 1

法 務 省
54 33

外 務 省
0 0

財 務 省
0 0

文 部 科 学 省
0 0

厚 生 労 働 省
61 0

農 林 水 産 省
4 4

経 済 産 業 省
9 0

国 土 交 通 省
0 0

環 境 省
0 0

防 衛 省
113 20

国 計
354 67

公 庫 等 計
5,820 3,738

国 等 計
6,174 3,805

入札公告を行った件数並びに特例措置対象中小企業・小規模事業者の落札件数
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９．地方支分部局等における地域の中小企業・小規模事業者等の活用

最 高 裁 判 所

内 閣 ・ 内 閣 府

総 務 省

法 務 省

財 務 省

厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省

国 土 交 通 省

環 境 省

防 衛 省

内閣府所管

沖縄振興開発金融公庫

財務省所管

独立行政法人酒類総合研究所

独立行政法人国立印刷局

可能な限り地元である広島の中小企業を相手とした契約を行うよう努めている。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。
（3,406件　1,130,615千円）

少額な契約案件の場合には、可能な限り中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

・少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。（北海道事務局：111件、467万円、東北事
務局：56件、345万円、関東事務局：54件、1,140万円、中部事務局：148件、474万円、近畿事務局：126件、399万
円、中国事務局：143件、259万円、四国事務局：98件、561万円、九州事務局：88件、369万円、沖縄事務所：40件、
211万円）（人事院）
・那覇空港滑走路増設事業に係る工事について、港湾土木工事、空港等土木工事、港湾等しゅんせつ工事のＢ等
級対象の工事規模を「1.8億円以上5.8億円未満」から「1.8億円以上7.4億円未満」に拡大、ＷＴＯ案件工事につい
て、地域企業が参入可能なように、構成員の参加要件の緩和（客観点数の引き下げ等）を実施、また、那覇空港滑
走路増設事業に係る埋立工事において３社JVにおける構成員の最低出資比率を、標準的な「20%以上」から「25%以
上」に引き上げた。（沖縄総合事務局）
・少額な契約案件の場合には，地元の中小企業と随意契約を結んでいる。（宮内庁）
・少額案件にあっては、できる限り地元業者を積極的に選定し、見積合わせを実施している。（警察庁）

機関
平成２８年度の地方で消費される物件、活用される役務、実施される工事等において、極力、地方支分部局等での
調達を促進した事例。また、平成２８年度の契約件数や契約額等を数字で把握している場合はその数字。

少額な契約案件の場合に、見積合わせの上、地域の中小企業者と随意契約を結ぶ等により受注機会の増大に貢
献した。

・少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ（128件，1,270万円）。
・一部の契約（表彰経費）については，地域特産物を活用した物品調達をしている（１件，１万４千円）。

少額な随意契約の案件の場合に中小・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

・管内の各県に所在する事務所から消耗品の購入や複写機の賃貸借等の要求があった際には、各県事務所の地
元の中小企業に見積を依頼している。
・事務用品及びトナーの一般競争入札について、グループ分けしての落札判定とし、入札に参加しやすいよう配慮
した。
・小額随意契約の場合、可能な限り地域の中小企業から見積を徴し、調達している。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

・少額の随意契約による場合に、管内の中小企業・小規模事業者から見積書を徴取するよう配慮。
・指名競争を活用する場合に地元の中小企業・小規模事業者を指名する。

・少額随契の場合、オープンカウンター方式を行うことにより受注機会の増加を図っている
・オープンカウンター方式によらない場合でも、地元の中小企業者から見積書を徴取するようにしている

・少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。
・指名競争を行う場合、契約の内容に応じて地元の中小企業・小規模事業者を指名する。
・競争参加資格の地域を限定したり、当該地域に本店、支店または営業所がある場合に加点評価を行うことで地域
精通度に配慮。

・少額随意契約の場合等、地元の中小企業者と契約締結するよう、配慮する。
・競争入札を実施する際、地元の中小企業者・小規模事業者に受注機会を与えるため、可能な範囲で競争参加地
域を限定した。

糧食品（生鮮食品、魚等）は地元産食材を使用し地産地消を図り、地元の中小企業・小規模業者の活性化を促し
た。少額な契約案件の場合に地元中小企業を中心に見積合わせを実施。地域産業資源を評価対象とした総合評
価方式で調達することにより地元の中小企業の活性化を促進。
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文部科学省所管

国立大学法人室蘭工業大学

国立大学法人宮城教育大学

国立大学法人山形大学

国立大学法人東京大学

国立大学法人東京芸術大学

国立大学法人東京海洋大学

国立大学法人電気通信大学

国立大学法人新潟大学

国立大学法人富山大学

国立大学法人山梨大学

国立大学法人静岡大学

国立大学法人浜松医科大学

国立大学法人愛知教育大学

国立大学法人滋賀大学

国立大学法人京都工芸繊維大学

国立大学法人大阪大学

国立大学法人兵庫教育大学

国立大学法人神戸大学

国立大学法人鳥取大学

国立大学法人山口大学

国立大学法人鳴門教育大学

国立大学法人香川大学

国立大学法人熊本大学

国立大学法人宮崎大学

国立大学法人鹿屋体育大学

大学共同利用機関法人情報・システム研究
機構

独立行政法人国立青少年教育振興機構

独立行政法人日本スポーツ振興センター

独立行政法人国立高等専門学校機構

国立研究開発法人防災科学技術研究所

国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構

文房具等の消耗品・備品等については、地域性等を考慮し、地元に所在する中小企業に発注するようにしている。

・少額な契約案件の場合に中小企業者と随意契約を結ぶ。（3416件、791,370千円）
・支所の入札案件で可能なものは現地にて開札するようにしている。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。（152件、14,888千円）

機関
平成２８年度の地方で消費される物件、活用される役務、実施される工事等において、極力、地方支分部局等での
調達を促進した事例。また、平成２８年度の契約件数や契約額等を数字で把握している場合はその数字。

少額な契約案件については、出来る限り地元中小企業へ発注するよう努めた。（5,861件、3,740,959千円）

当機構の地方施設は遠隔地に所在していることから、多くの場合、地元の中小企業に発注を行っている。

少額の事務用品等は中小企業者からの購入を推奨している

少額な契約案件の場合に、近隣の中小企業や小規模事業者と随意契約を結ぶ。

少額な契約案件の場合は、可能な限り地元の中小企業者と随意契約を結ぶように努めている。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

少額な契約案件の場合に中小企業者と随意契約を結ぶ。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

比較的小規模な改修や修繕等については、地元の中小企業に発注している。

少額の契約案件の場合は、中小企業・小規模業者と随意契約を結ぶ。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

地元建設業者・専門工事業者の活用として、随意契約において、契約内容に中小企業者が対応できないような特
殊性がない限り、地元中小企業者を選ぶようにしている。

少額な契約案件について，地元の中小企業と随意契約を結んだ。（769件，5,100万円）

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。（１８０件、３２２，４５３千円）

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

少額な契約案件の場合に、中小企業者と随意契約を結ぶ。

工事等の一般競争入札において、地元に本社・支社・営業所を有することを条件とした調達を行った。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結んだ。工事契約（227件87,224千円）役務契約
（14件28,549千円）。また随意契約案件では、地域の中小企業・小規模事業者との契約を優先して検討するよう配慮
した。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

少額による随意契約の場合は、可能な限り、地元の中小企業・小規模事業者と契約を締結するよう配慮している。

地方支分部局については、迅速な納品等を期待できる地元の中小企業への発注を積極的に行い、受注機会の増
大に貢献している。

少額な契約案件の場合には、地元の中小企業・小規模事業者と随意契約を行った。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。（１１件、３２５万円）

部局毎に調達担当をおいており、本学の地方施設においては、立地地域の中小企業等や農林漁業者と積極的に
取引を行っている。

少額な契約案件の場合に可能な限り地元の中小企業と随意契約をしている。

少額な契約案件のうち、可能なものは中小企業･小規模業者と随意契約を結ぶ。（3,859件、146,327千円）

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模業者と随意契約を結ぶ。（265件、68,125千円）

地元の中小企業を中心に見積合わせを実施し，可能な限り地元の中小企業と随意契約を結ぶよう努めている。

13



厚生労働省所管

独立行政法人労働者健康安全機構

独立行政法人国立病院機構

独立行政法人地域医療機能推進機構

日本年金機構

国立研究開発法人国立がん研究センター

農林水産省所管

独立行政法人家畜改良センター

国立研究開発法人水産研究・教育機構

国立研究開発法人森林研究・整備機構
（旧　国立研究開発法人森林総合研究所分）

経済産業省所管

独立行政法人日本貿易保険

独立行政法人中小企業基盤整備機構

国土交通省所管

独立行政法人水資源機構

独立行政法人都市再生機構

独立行政法人奄美群島振興開発基金

独立行政法人海技教育機構

独立行政法人航空大学校

防衛省所管

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機
構

本部、徳之島事務所、沖永良部事務所ともに地元の企業を活用している。

大阪支店において、名刺等の印刷物、コピー用紙等について、極力地元の中小企業へ発注するよう配慮している。

少額案件の際、近隣中小企業との契約に努めた。

少額な契約案件であって、中小企業・小規模事業者も履行可能な場合は、各研究所等管内の中小企業・小規模事
業者を見積先に含めた。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

・震災復興関連工事・業務において本店所在地等が地元（被災地域）にあることを競争参加資格や評価項目とし
た。（25件、2,884,205万円）
・植物管理工事において、建設業者に係る格付け基準における下位等級の業者に発注する工区を設けて、中小企
業者が参入しやすい要件とした。(29件、160,024万円)

中小企業・小規模事業者の受注機会の増大を図るため、少額随意契約を締結する場合においては、なるべく地元
の中小企業者から見積書を徴取するように努めた。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結んだ。

少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

機関
平成２８年度の地方で消費される物件、活用される役務、実施される工事等において、極力、地方支分部局等での
調達を促進した事例。また、平成２８年度の契約件数や契約額等を数字で把握している場合はその数字。

・少額な契約案件の場合に地元の中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。
・指名競争を活用する案件において、地元の中小企業。小規模事業者を指名した。
・平成28年度から実施している、中小企業配慮型総合評価落札方式による入札を実施した。

・小額な契約案件の場合に、地元の中小企業・小規模事業者と随意契約を結んだ。

・精米調達に関し、宮城県産米を指定し中小企業における競争入札を行い契約を結ぶ（1件 527万円）
・少額随意契約にて、地域再生資源製造業者とﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの調達契約を結ぶ（1件　112万円）

少額な随意契約の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結ぶ。

少額な随意契約案件の場合は、極力中小企業者と契約を締結する

給食原料を地元の中小企業から直接調達し、地元企業の業者と一括契約をせず、品目毎に業者を決定すること
で、地元の中小企業が参入しやすい形態をつくった。

少額随意契約案件においては、可能な限り近隣地域に所在する中小企業・小規模事業者から調達するように本部
から各出先の調達部門に依頼をしている。
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１１．中小建設業者に対する配慮

機関 中小建設業者の受注機会増大に努めるため、特段の配慮をした事例

最 高 裁 判 所 地元企業に見積合わせへの参加を要請している。

会 計 検 査 院 少額随意契約の見積合わせの際に、見積り先に中小建設業者を選定している。

内 閣 ・ 内 閣 府

・上位等級入札への参加を認めた。（内閣衛星情報センター）
・共同企業体（JV）の活用、地域要件の設定。（沖縄総合事務局）
・前倒し発注（早期発注）を実施した。（沖縄総合事務局）
・早期発注を実施した。（警察庁）
・上位等級入札への参加を認めた。（警察庁）
・地元の業者の積極的活用（警察庁）
・一般競争入札においては、「県内に本店があること」を入札参加要件に付加している。（警察庁）
・日刊建設新聞に掲載（警察庁）
・余裕を持った工期になるよう契約時期に配慮した。（警察庁）

法 務 省

・上位等級入札への参加を認めた。
・建築一式工事とはせずに具体的な工事区分とした。
・地域の中小企業から見積書を積極的に徴し，中小建設業者の受注機会の増大に努めた。
・幅広く声掛けを行い，中小建設業者の受注機会拡大に努めた。
・入札参加資格を有する県内の中小建設業者に対し，個々に公告内容を連絡し，発注機会の増大に努めた。

財 務 省
・上位等級入札への参加
・早期発注の徹底

文 部 科 学 省
競争参加資格の設定に際しては、一等級又は二等下位の等級者の競争参加を可能となるよう弾力的な運用に
努めた。

厚 生 労 働 省

・等級拡大を行い、入札参加の機会を増やした。
・現場の下見等、入札参加のための準備期間を十分確保できるように、公示期間を通常よりも長く設けるととも
に、緊急性が高くないものは施工期限に余裕を持たせた。
・地元の中小建設業者を中心に、入札・見積合わせの声かけをした。
・少額な契約案件の場合に中小企業者と随意契約を結ぶ。

農 林 水 産 省
・上位等級入札への参加を認めた。
・前倒し発注（早期発注）を実施した。
・受注者側の人材の早期確保及び資材調達に配慮するため、予算成立後、発注見通しを公表している。

国 土 交 通 省 ・個別案件毎に地理的条件等を考慮し、上位等級入札への参加を認めた。

環 境 省
・上位等級入札への参加を認めた。
・予定価格に応じ、地域の実態に合わせ等級設定をした。
・少額随意契約の案件について、見積合わせの際、なるべく地元業者から見積書を徴収することとした。

防 衛 省

調達予定情報をホームページ・省内掲示板で公表及び一般競争参加資格者名簿やインターネット等を活用す
ることにより受注機会増大に努めた。オープンカウンター方式を活用し、新たな業者の参入機会を設けるよう努
めた。下位等級者の入札参加を認め、競争参加資格未取得の中小建設業者に対し参加資格を取得させた。前
倒し発注（早期発注）を実施した。

総務省所管

国立研究開発法人情報通信研究機構
建設・電気・機械といった形で工種別に分けて入札を実施しており結果として応札者を増やす事へつながって
いる。

外務省所管

独立行政法人国際協力機構 ・北海道開発局及び北海道における該当する工種区分の有資格を要件とした。

財務省所管

独立行政法人国立印刷局 上位等級入札への参加を認めた。
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機関 中小建設業者の受注機会増大に努めるため、特段の配慮をした事例

文部科学省所管

国立大学法人旭川医科大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人筑波技術大学 随意契約にあたり、近隣の中小企業より見積を徴収し、工事を実施している。

国立大学法人宇都宮大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人東京芸術大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人電気通信大学 ・上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人新潟大学
中小建設業者の受注機会を増大させるため，契約履行の支障の有無に留意しながら，建築・電気設備・機械設
備等の工種ごとに分離・分割発注を行うよう努め，随意契約を行う際は積極的に中小企業・小規模事業者を発
注先候補とするよう努めた。

国立大学法人長岡技術科学大学
・工事種別で分離発注を実施した。
・工事受注業者に地域要件の設定を行った。

国立大学法人上越教育大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人山梨大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人信州大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人浜松医科大学
少額な契約案件の場合に中小企業・小規模事業者と随意契約を結んだ。工事契約（227件87,224千円）役務契
約（14件28,549千円）。また随意契約案件では、地域の中小企業・小規模事業者との契約を優先して検討する
よう配慮したほか、業界紙にも広告掲載を依頼し、発注情報をより得やすいようにしている。

国立大学法人豊橋技術科学大学 分離発注を行った

国立大学法人京都工芸繊維大学 前倒し発注の実施、一般競争入札においては十分な公告期間の確保と上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人奈良教育大学
・早期発注を実施した。
・電子入札執行時に、紙入札の併用を認めている。
・一般競争入札において、上位等級への参加を認めた。

国立大学法人鳥取大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人岡山大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人愛媛大学 上位等級入札への参加を認めるとともに、公告期間・納期について配慮を行った。

国立大学法人高知大学 上位等級入札への参加を認めた

国立大学法人佐賀大学 上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人総合研究大学院大学 紙入札の併用

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大
学

上位等級入札への参加を認めた。

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大
学

・契約金額の支払時期を毎月又は年に複数回とし、事業を継続しやすいよう配慮した。
・上位等級入札への参加を認めた。

大学共同利用機関法人人間文化研究機構 上位等級入札への参加を認めた。

独立行政法人国立青少年教育振興機構 上位等級入札への参加を認めた。

独立行政法人国立高等専門学校機構 上位等級入札への参加を認めた。
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機関 中小建設業者の受注機会増大に努めるため、特段の配慮をした事例

国立研究開発法人科学技術振興機構 対象となる資格等級より下位等級の者を可能な限り競争に加えるよう配慮している。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構

・上位等級入札への参加を認めた。

厚生労働省所管

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構

分離発注を実施した

独立行政法人国立病院機構 ・参加等級の拡充

独立行政法人地域医療機能推進機構
・当施設と従来より取引のある業者の他、より多くの業者に入札情報の周知を図るようにしております。中小企業
が参加できる入札回数を4倍に引き上げた。

農林水産省所管

独立行政法人家畜改良センター 近隣の中小建設業者との契約に努めた

国立研究開発法人水産研究・教育機構 少額な契約案件の場合は、中小建設業者を見積先に含めた。

国立研究開発法人森林研究・整備機構
（旧　国立研究開発法人森林総合研究所分）

早期発注に努めるとともに、上位及び下位等級入札への参加を認めた。

経済産業省所管

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源
機構

工事の指名競争入札に地元の中小建設業者を活用した。

独立行政法人中小企業基盤整備機構
各大学校の改修工事等の調達情報について、中小機構のホームページや建設新聞に掲載するとともに競争参
加資格登録者への情報提供を行った。

国土交通省所管

独立行政法人水資源機構

・施工時期等の平準化に向けた計画的な事業執行に努めるよう、現場事務所を指導している。
　（「施工時期等の平準化に向けた計画的な事業執行について」（平成28年3月31日付け）
・中小企業配慮型総合評価落札方式の試行的実施を実施している。
　（通達「中小企業配慮型総合評価落札方式の試行について」（平成28年3月31日付け）に基づく。）

独立行政法人都市再生機構

・被災地域内で発注した一部の工事について、総合評価に関する評価項目において、「地域貢献」の項目を設
け以下の点を評価対象とした。
　-地元企業の活用　（建設業法上の本店、支店、営業所所在地）
　-東日本大震災での対応実績（施工場所）（公共施設（ インフラ整備を含む）の応急対策、
　　がれき処理及び災害公営住宅建設等復興事業の施工場所）
　-地元産材の活用
・植物管理工事において、建設業者に係る格付け基準における下位等級の業者に発注する工区を設けて、中
小企業者が参入しやすい要件とした。

独立行政法人海技教育機構
建設関係の工事、修理案件については、近隣の中小建設業者へ見積書を依頼し、発注の機会増大に配慮して
いる。入札案件においても、資格審査決定通知書の等級を中小企業向けに設定している。

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構

土木工事において、共同企業体構成員のうち最下位の者の客観点数・総合点数を施工場所の県内業者に限り
１，０００点以上から９５０点以上に緩和した。
付替道水路財産整理業務、協議資料作成業務の指名競争にあたり、地域要件を設定して公募のうえ、指名業
者を選定した。

独立行政法人自動車事故対策機構 ・可能な限り、当機構の発注事情、調達予定情報の提供を実施

環境省所管

国立研究開発法人国立環境研究所
中小企業が余裕をもって計画的に参加ができるよう、公告から提案書等の提出期限まで20日間以上の期間を
設けている。
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１２．中小石油販売業者に関する配慮

分離・分割
発注

石油組合
との随意
契約

件数 金額 件数 金額

衆 議 院
0 0 0 0

参 議 院
0 0 0 0

最 高 裁 判 所
0 0 7 2,087

会 計 検 査 院 ○
0 0 1 80

内 閣 ・ 内 閣 府 ○ ○
0 0 3 16,932 （注釈参照）

復 興 庁
0 0 0 0

総 務 省 ○
0 0 1 108

法 務 省 ○ ○
0 0 42 16,280

外 務 省
0 0 0 0

財 務 省 ○
0 0 0 0

文 部 科 学 省
0 0 0 0

厚 生 労 働 省
20 7,084 1 4,204

農 林 水 産 省
4 1,576 0 0

経 済 産 業 省
0 0 0 0

国 土 交 通 省 ○ ○
0 0 56 25,126

環 境 省
0 0 6 3,538

防 衛 省 ○ ○
0 0 57 7,655

国 計
5 0 6 24 8,660 174 76,010

公 庫 等 計
2 0 1 5 42,180 10 11,296

国 等 計
7 0 7 29 50,840 184 87,306

（単位：件、千円）

（１）石油
組合との
間で災害
時の燃料
供給協定
を締結して

いる

（注釈）
（１）の内閣・内閣府については、沖縄総合事務局及び警察庁で締結しているため○とした。
（２）の内閣・内閣府については、沖縄総合事務局で実績があるため○とした。

（２）平時においても燃
料供給協定を締結し
ている石油組合及び
当該協定に参加して
いる中小石油販売業
者の受注機会の増大

に努めている

機関

(３)結果として、石油組合又は中小石油販売
業者との契約に結びついたものがあれば、そ
の件数と金額

①分離・分割発注
②石油組合との随意

契約
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衆 議 院 ○ ○

参 議 院 ○

最 高 裁 判 所 ○ ○ ○ ○

会 計 検 査 院 ○ ○ ○

内 閣 ・ 内 閣 府 ○ ○ ○ ○

復 興 庁 ○

総 務 省 ○ ○

法 務 省 ○ ○ ○ ○

外 務 省 ○

財 務 省 ○ ○ ○ ○

文 部 科 学 省 ○ ○ ○

厚 生 労 働 省 ○ ○ ○ ○

農 林 水 産 省 ○ ○ ○ ○

経 済 産 業 省 ○ ○ ○

国 土 交 通 省 ○ ○ ○ ○

環 境 省 ○ ○

防 衛 省 ○ ○ ○ ○

内閣府所管

独立行政法人国立公文書館 ○

独立行政法人北方領土問題対策協会 ○

独立行政法人国民生活センター ○

沖縄振興開発金融公庫 ○

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 ○ ○ ○

総務省所管

国立研究開発法人情報通信研究機構 ○ ○ ○

独立行政法人統計センター ○ ○

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構 ○ ○ ○

法務省所管

日本司法支援センター ○

外務省所管

独立行政法人国際協力機構 ○ ○

独立行政法人国際交流基金 ○

平成２８年度におい
て、原材料・人件費等
の最新の実勢価格を
踏まえた積算に基づ
き予定価格を作成し

ている。

低価格入札となった
場合、人件費が明記
されている入札価格
の内訳書の取得し

た。

１３．外注における地域の中小企業・小規模事業者の活用及び人件費確保等の周知、ダンピング防止推進の周知、適切な予定価格の
作成（適正価格での契約）

機関

役務および工事等の
外注に際し、元請事
業者が外注先と、あら
かじめ書面において、
作業内容、人件費単
価、期間等を明確化
するよう努めることを、
ホームページ等又は
入札説明会で周知し
ている。

ダンピングの防止に
ついてホームページ
等又は入札説明会で
周知している。
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財務省所管

独立行政法人酒類総合研究所 ○

独立行政法人造幣局 ○ ○

独立行政法人国立印刷局 ○ ○ ○

文部科学省所管

国立大学法人北海道大学 ○ ○ ○

国立大学法人北海道教育大学 ○ ○ ○

国立大学法人室蘭工業大学 ○ ○

国立大学法人小樽商科大学 ○ ○

国立大学法人帯広畜産大学 ○

国立大学法人旭川医科大学 ○

国立大学法人北見工業大学 ○

国立大学法人弘前大学 ○ ○

国立大学法人岩手大学

国立大学法人東北大学 ○ ○

国立大学法人宮城教育大学 ○ ○

国立大学法人秋田大学 ○ ○

国立大学法人山形大学 ○ ○

国立大学法人福島大学

国立大学法人茨城大学 ○ ○

国立大学法人筑波大学 ○ ○

国立大学法人筑波技術大学 ○ ○

国立大学法人宇都宮大学 ○ ○ ○ ○

国立大学法人群馬大学 ○

国立大学法人埼玉大学 ○ ○ ○ ○

国立大学法人千葉大学 ○ ○

国立大学法人東京大学 ○ ○

国立大学法人東京医科歯科大学 ○ ○ ○

国立大学法人東京外国語大学 ○

国立大学法人東京学芸大学

国立大学法人東京農工大学 ○

国立大学法人東京芸術大学 ○ ○

国立大学法人東京工業大学 ○ ○

国立大学法人東京海洋大学 ○ ○ ○

国立大学法人お茶の水女子大学 ○

国立大学法人電気通信大学 ○ ○ ○

国立大学法人一橋大学 ○ ○

機関

役務および工事等の
外注に際し、元請事
業者が外注先と、あら
かじめ書面において、
作業内容、人件費単
価、期間等を明確化
するよう努めることを、
ホームページ等又は
入札説明会で周知し
ている。

ダンピングの防止に
ついてホームページ
等又は入札説明会で
周知している。

平成２８年度におい
て、原材料・人件費等
の最新の実勢価格を
踏まえた積算に基づ
き予定価格を作成し

ている。

低価格入札となった
場合、人件費が明記
されている入札価格
の内訳書の取得し

た。
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国立大学法人横浜国立大学 ○ ○

国立大学法人新潟大学 ○ ○

国立大学法人長岡技術科学大学 ○ ○

国立大学法人上越教育大学 ○ ○

国立大学法人富山大学 ○

国立大学法人金沢大学 ○

国立大学法人福井大学 ○

国立大学法人山梨大学 ○ ○ ○

国立大学法人信州大学 ○

国立大学法人岐阜大学 ○ ○

国立大学法人静岡大学 ○ ○ ○

国立大学法人浜松医科大学 ○

国立大学法人名古屋大学 ○ ○ ○

国立大学法人愛知教育大学 ○ ○

国立大学法人名古屋工業大学 ○ ○

国立大学法人豊橋技術科学大学 ○

国立大学法人三重大学 ○ ○ ○ ○

国立大学法人滋賀大学 ○

国立大学法人滋賀医科大学 ○ ○

国立大学法人京都大学 ○ ○

国立大学法人京都教育大学 ○

国立大学法人京都工芸繊維大学 ○ ○

国立大学法人大阪大学 ○ ○

国立大学法人大阪教育大学

国立大学法人兵庫教育大学 ○ ○

国立大学法人神戸大学 ○ ○ ○

国立大学法人奈良教育大学 ○ ○

国立大学法人奈良女子大学 ○

国立大学法人和歌山大学 ○

国立大学法人鳥取大学 ○ ○ ○

国立大学法人島根大学 ○

国立大学法人岡山大学 ○ ○ ○ ○

国立大学法人広島大学 ○ ○

国立大学法人山口大学 ○ ○ ○

国立大学法人徳島大学 ○ ○

国立大学法人鳴門教育大学 ○ ○

国立大学法人香川大学 ○

機関

役務および工事等の
外注に際し、元請事
業者が外注先と、あら
かじめ書面において、
作業内容、人件費単
価、期間等を明確化
するよう努めることを、
ホームページ等又は
入札説明会で周知し
ている。

ダンピングの防止に
ついてホームページ
等又は入札説明会で
周知している。

平成２８年度におい
て、原材料・人件費等
の最新の実勢価格を
踏まえた積算に基づ
き予定価格を作成し

ている。

低価格入札となった
場合、人件費が明記
されている入札価格
の内訳書の取得し

た。
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国立大学法人愛媛大学 ○ ○

国立大学法人高知大学 ○

国立大学法人福岡教育大学 ○

国立大学法人九州大学 ○ ○ ○

国立大学法人九州工業大学 ○ ○

国立大学法人佐賀大学 ○ ○

国立大学法人長崎大学 ○ ○

国立大学法人熊本大学 ○ ○

国立大学法人大分大学 ○

国立大学法人宮崎大学 ○ ○

国立大学法人鹿児島大学 ○

国立大学法人鹿屋体育大学 ○

国立大学法人琉球大学 ○ ○

国立大学法人政策研究大学院大学 ○

国立大学法人総合研究大学院大学 ○

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大
学

○

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大
学

○ ○

大学共同利用機関法人人間文化研究機構 ○ ○ ○ ○

大学共同利用機関法人自然科学研究機構 ○ ○ ○

大学共同利用機関法人情報・システム研究
機構

○ ○

大学共同利用機関法人高エネルギー加速
器研究機構

○ ○ ○ ○

独立行政法人国立特別支援教育総合研究
所

○

独立行政法人教職員支援機構
（旧　独立行政法人教員研修センター分）

○

独立行政法人大学入試センター ○ ○

独立行政法人国立青少年教育振興機構 ○ ○

独立行政法人国立女性教育会館

独立行政法人国立科学博物館 ○ ○

独立行政法人国立美術館 ○

独立行政法人国立文化財機構 ○ ○

独立行政法人日本スポーツ振興センター ○ ○

独立行政法人日本芸術文化振興会 ○

独立行政法人日本学術振興会

独立行政法人大学改革支援・学位授与機
構

○

独立行政法人日本学生支援機構 ○ ○ ○

独立行政法人国立高等専門学校機構 ○ ○ ○ ○

国立研究開発法人物質・材料研究機構 ○ ○

機関

役務および工事等の
外注に際し、元請事
業者が外注先と、あら
かじめ書面において、
作業内容、人件費単
価、期間等を明確化
するよう努めることを、
ホームページ等又は
入札説明会で周知し
ている。

ダンピングの防止に
ついてホームページ
等又は入札説明会で
周知している。

平成２８年度におい
て、原材料・人件費等
の最新の実勢価格を
踏まえた積算に基づ
き予定価格を作成し

ている。

低価格入札となった
場合、人件費が明記
されている入札価格
の内訳書の取得し

た。
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国立研究開発法人防災科学技術研究所 ○ ○

国立研究開発法人量子科学技術研究開発
機構

○ ○ ○ ○

国立研究開発法人科学技術振興機構 ○ ○ ○ ○

国立研究開発法人理化学研究所 ○ ○ ○

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 ○ ○

国立研究開発法人海洋研究開発機構 ○

国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構

○ ○ ○ ○

日本私立学校振興・共済事業団

厚生労働省所管

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研
究所

○

独立行政法人労働者健康安全機構 ○

年金積立金管理運用独立行政法人 ○

独立行政法人勤労者退職金共済機構

独立行政法人福祉医療機構 ○

独立行政法人労働政策研究・研修機構 ○

独立行政法人国立重度知的障害者総合施
設のぞみの園

○

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構

○

独立行政法人国立病院機構 ○ ○

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 ○ ○

独立行政法人地域医療機能推進機構 ○ ○ ○

日本年金機構 ○ ○

国立研究開発法人国立がん研究センター ○ ○

国立研究開発法人国立循環器病研究セン
ター

○

国立研究開発法人国立精神・神経医療研
究センター

○

国立研究開発法人国立国際医療研究セン
ター

○

国立研究開発法人成育医療研究センター ○

国立研究開発法人国立長寿医療研究セン
ター

○

農林水産省所管

独立行政法人農林水産消費安全技術セン
ター

○ ○

独立行政法人家畜改良センター ○

国立研究開発法人水産研究・教育機構 ○ ○

国立研究開発法人農業・食品産業技術総
合研究機構

○ ○ ○

国立研究開発法人国際農林水産業研究セ
ンター

○ ○

国立研究開発法人森林研究・整備機構
（旧　国立研究開発法人森林総合研究所分）

○ ○

独立行政法人農畜産業振興機構 ○

独立行政法人農業者年金基金 ○ ○ ○

機関

役務および工事等の
外注に際し、元請事
業者が外注先と、あら
かじめ書面において、
作業内容、人件費単
価、期間等を明確化
するよう努めることを、
ホームページ等又は
入札説明会で周知し
ている。

ダンピングの防止に
ついてホームページ
等又は入札説明会で
周知している。

平成２８年度におい
て、原材料・人件費等
の最新の実勢価格を
踏まえた積算に基づ
き予定価格を作成し

ている。

低価格入札となった
場合、人件費が明記
されている入札価格
の内訳書の取得し

た。
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独立行政法人農林漁業信用基金 ○

日本中央競馬会 ○

経済産業省所管

独立行政法人経済産業研究所

独立行政法人工業所有権情報・研修館 ○ ○

独立行政法人日本貿易保険 ○ ○

国立研究開発法人産業技術総合研究所 ○ ○ ○

独立行政法人製品評価技術基盤機構 ○ ○

独立行政法人情報処理推進機構 ○ ○

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構

○ ○

独立行政法人日本貿易振興機構 ○

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源
機構

○ ○

独立行政法人中小企業基盤整備機構 ○ ○

国土交通省所管

国立研究開発法人土木研究所 ○ ○ ○

国立研究開発法人建築研究所 ○ ○ ○ ○

独立行政法人水資源機構 ○

独立行政法人都市再生機構 ○ ○ ○

独立行政法人奄美群島振興開発基金

独立行政法人日本高速道路保有･債務返
済機構

○

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研
究所

○

独立行政法人海技教育機構 ○ ○ ○

独立行政法人航空大学校 ○

独立行政法人自動車技術総合機構 ○

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構

○

独立行政法人国際観光振興機構 ○

独立行政法人自動車事故対策機構 ○

独立行政法人空港周辺整備機構 ○

独立行政法人住宅金融支援機構 ○

環境省所管

国立研究開発法人国立環研究所 ○ ○

独立行政法人環境再生保全機構 ○

防衛省所管

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機
構

○ ○ ○

機関

役務および工事等の
外注に際し、元請事
業者が外注先と、あら
かじめ書面において、
作業内容、人件費単
価、期間等を明確化
するよう努めることを、
ホームページ等又は
入札説明会で周知し
ている。

ダンピングの防止に
ついてホームページ
等又は入札説明会で
周知している。

平成２８年度におい
て、原材料・人件費等
の最新の実勢価格を
踏まえた積算に基づ
き予定価格を作成し

ている。

低価格入札となった
場合、人件費が明記
されている入札価格
の内訳書の取得し

た。
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１５．新規中小企業者への配慮

参 議 院
契約内容としては、システム更改及び機器借入等の調達支援やＨＰコンテンツ作成代行業務となっている。ま
た、平成２８年度の新規中小企業者の契約件数や契約額等は3件4,094千円。

最 高 裁 判 所 植栽樹木医診断業務(１件　１４７千円）

内 閣 ・ 内 閣 府

・清掃業務、環境衛生管理業務、地域ブランド創成支援事業、地域団体商標活用事例発信事業（沖縄総合事
務局）
・女性施設改修工事設計業務（１件　５４０千円）、自動扉保守点検（１件　２１千円）、装備資機材賃貸借（１件
１８８７千円）（警察庁）
・委託調査、コンサルティング（金融庁）

総 務 省 ・労働者派遣業務など（統計局）

法 務 省 トナーカートリッジ供給契約，日用品，事務用品調達契約，構内舗装改修工事，医務部棟等設計業務等

財 務 省
ガソリン購入及び洗車請負単価契約（１件、2,058千円）、工事（合同宿舎単価契約修繕工事、合同宿舎雑排水
管改修工事）（４件、28,119千円）、合同宿舎消防用設備等保守点検（１件、1,868千円）、合同庁舎電気機械設
備等保守管理業務（１件、7,916千円（うち分担額1,000千円））、庁舎建築物点検業務委託（３件、2,170千円）

文 部 科 学 省 ・労働者派遣業務

厚 生 労 働 省

・洗濯業務
・事務用品等消耗品の購入（単価契約）
・非常用備品等の購入
・面接会の会場設営、撤去業務
・ストレスチェック業務実施
・電力小売自由化対象部分の電力供給

農 林 水 産 省
・事務用消耗品の購入（単価契約）、自動車購入、庁舎自家用電気工作物の保安業務
・測量・設計コンサルタント業務、造林・素材生産業務

経 済 産 業 省 広報誌の制作、セミナー等の開催　等

国 土 交 通 省 コピー用紙購入、事務用品の購入や会議の運営業務

環 境 省 特殊建築工事等の定期点検業務

防 衛 省 糧食、事務用品の売買契約、各種補修工事・整備等役務

財務省所管

独立行政法人国立印刷局 修繕工事、清掃作業等

機関
（１）一般競争入札に際し、契約の履行の確保に支障がない限り、過去の実績を過度に求めないように配慮した
結果、新規中小企業者との契約に結びついた事例。
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文部科学省所管

国立大学法人新潟大学 体育館屋根改修工事及び体育館床改修工事

国立大学法人上越教育大学 キャンパスクラウドシステムの運用支援及び保守

国立大学法人京都工芸繊維大学 器具、装置

国立大学法人岡山大学 建築一式工事　1件　7,290千円

大学共同利用機関法人情報・システム研究
機構

電子計算機棟セキュリティ改修工事

独立行政法人大学入試センター 派遣

独立行政法人国立高等専門学校機構 耐震改修工事等

国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構

・大湊施設出入管理請負業務契約
・ＨＴＴＲ原子炉建家等の避難用照明の追加更新作業

厚生労働省所管

独立行政法人労働者健康安全機構 間接蒸気加湿器更新及び自動再生軟水器設定工事（3,780千円）

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構

ネットワークセキュリティの運用・保守業務

独立行政法人国立病院機構
・無洗米購入
・灯油購入

独立行政法人地域医療機能推進機構 電話交換機設備の更新及び保守契約

農林水産省所管

国立研究開発法人森林研究・整備機構
（旧　国立研究開発法人森林総合研究所分）

物件の入札参加資格を通常Ａ～Ｄとしている。

経済産業省所管

独立行政法人工業所有権情報・研修館 労働派遣契約、３件、支払予定総額43,970千円

独立行政法人日本貿易振興機構 ビジネスマッチング業務

国土交通省所管

国立研究開発法人建築研究所 ドローン購入（1件、2,136千円）

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研
究所

フォトミキサー購入、ネットワーク型共有ファイルサーバ購入

機関
（１）一般競争入札に際し、契約の履行の確保に支障がない限り、過去の実績を過度に求めないように配慮した
結果、新規中小企業者との契約に結びついた事例。
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１５．新規中小企業者への配慮

参 議 院
契約の内容としては、システム更改及び機器借入等の調達支やＨＰコンテンツ作成代行業務となっている。ま
た、平成２８年度の新規中小企業者の契約件数や契約額等は3件4,094千円。

会 計 検 査 院 ディスプレイ等の購入等

内 閣 ・ 内 閣 府
・清掃業務、環境衛生管理業務、地域団体商標活用事例発信事業（沖縄総合事務局）
・委託調査、コンサルティング（金融庁）

総 務 省 ・ウェブサイトのクローリング業務（統計局）

法 務 省 ＬＥＤ照明器具購入契約

厚 生 労 働 省
・事務用品等消耗品の購入（単価契約）
・電力小売自由化対象部分の電力供給

農 林 水 産 省
・事務用消耗品の購入（単価契約）
・造林・素材生産業務

経 済 産 業 省 広報誌の制作　等

国 土 交 通 省 コピー用紙購入、土地に係る使用料調査

防 衛 省 糧食、事務用品の売買契約、電力需給契約、清掃役務、各種補修工事・整備等役務

総務省所管

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管
理機構

・派遣契約
・インターネット広告の掲載の委託

財務省所管

独立行政法人国立印刷局 改修工事等

文部科学省所管

国立大学法人茨城大学 労働者派遣契約

国立大学法人新潟大学 特殊建築物定期調査業務

国立大学法人上越教育大学 アクティブ・ラーニング用映像等機器　一式

国立大学法人京都工芸繊維大学 器具、装置

国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構

・大湊施設出入管理請負業務契約
・ＨＴＴＲ原子炉建家等の避難用照明の追加更新作業

（２）競争参加者の資格の設定に際し、契約の履行の確保に支障がない限り、下位等級者の参加が可能となる
よう弾力的な運用に努めた結果、新規中小企業者との契約に結びついた事例。

機関
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厚生労働省所管

独立行政法人労働者健康安全機構 間接蒸気加湿器更新及び自動再生軟水器設定工事（3,780千円）

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構

訓練用機器の購入

独立行政法人国立病院機構 ・医療機器購入

独立行政法人地域医療機能推進機構 国内通話回線および隣接交通調査契約

農林水産省所管

国立研究開発法人水産研究・教育機構
・水産研究活動データベースOSアップグレードに伴うデータ移行およびサーバ構築業務
・２件・１０，４１４千円

経済産業省所管

独立行政法人工業所有権情報・研修館 労働派遣業務、1件、支払予定総額24,037千円

独立行政法人日本貿易振興機構 研修業務

環境省所管

国立研究開発法人国立環境研究所 派遣業務、11件、54,295千円　等

機関
（２）競争参加者の資格の設定に際し、契約の履行の確保に支障がない限り、下位等級者の参加が可能となる
よう弾力的な運用に努めた結果、新規中小企業者との契約に結びついた事例。
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１５．新規中小企業者への配慮

参 議 院
契約の内容としては、冊子、生花等の物品購入契約やＨＰコンテンツ作成業務、廃棄物処理業務等となってい
る。また、平成２８年度の新規中小企業者の契約件数や契約額等は７２件3,570千円。

最 高 裁 判 所 文具，備品購入等（１１件　１，１３９千円）

会 計 検 査 院 物品の購入等

内 閣 ・ 内 閣 府

・事務用機器の購入（オープンカウンター方式の導入）（公正取引委員会）
・女性施設改修工事設計業務（１件　５４０千円）、図書購入（１件　１１０千円）、自動扉保守点検（１件　２１千円）
（警察庁）
・翻訳業務、リーフレット製作（金融庁）

総 務 省
・マグネット広告プレートの売買契約（123千円、近畿管区行政評価局（滋賀行政評価事務所））
・新聞折込契約（31千円）、事務室カーペット張替工事（464千円）（中国四国管区行政評価局）
・会場借上（170千円、九州管区行政評価局）

法 務 省
電話交換機設備等更新,一般廃棄物収集運搬処理契約,宿舎建具改修工事，庁舎点字タイル改修工事，文具
等供給契約，雑品類等供給契約，ＢＤ－Ｒ供給契約等

財 務 省

物件（４件、1,000千円）、工事（合同宿舎修繕工事、国有建物雨どい改修工事）（６件、3,875千円）、防煙垂壁
取替（１件、64千円）、国有地樹木伐採工事（１件、433千円）、合同宿舎修繕工事（２件、154千円）、麻薬探知
犬の診療等、可視型監視カメラシステムのレンタル契約（１件、191千円）、麻薬探知犬の維持管理（１件、907千
円）、X線検査装置の修理（１件、179千円）、修正設計業務（１件、432千円）、看板修繕工事（１件、50千円）

文 部 科 学 省 ・通訳業務

厚 生 労 働 省

・接遇研修
・名入れ封筒の印刷、事務用品の購入
・会場設営・撤去業務、移設作業
・電源工事

農 林 水 産 省 物品の調達

経 済 産 業 省 事務用品、ＯＡ消耗品の購入等

国 土 交 通 省
図書購入、事務用品購入、消耗品購入、印刷、自動車借上げ、庁舎修繕、タイヤ購入、灯油購入、定期点検整
備

防 衛 省 事務用品・糧食・車両部品等の売買契約、発動発電機整備等の役務契約、補修工事

総務省所管

独立行政法人統計センター
契約件数：１件
契約内容：物品の購入
契約金額：905千円

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管
理機構

・新聞広告原稿の作成の委託

財務省所管

独立行政法人造幣局 廃止機械の撤去等

独立行政法人国立印刷局 トナーカートリッジの購入等

機関
（３）少額随契に際し、契約履行の支障の有無に留意しながら、新規中小企業者を見積り先に含めるよう努めた
結果、新規中小企業者との契約に結びついた事例。
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文部科学省所管

国立大学法人宮城教育大学 事務用品、書籍（136件、2,221千円）

国立大学法人茨城大学 インクカートリッジ、文房具類等の消耗品

国立大学法人一橋大学 英文校正業務　82件　5,498千円

国立大学法人新潟大学 リーフレット印刷

国立大学法人上越教育大学 大型バス借り上げ　外

国立大学法人富山大学
（物品）パソコン、木製ロート台、ポスター印刷　外
（役務）会場借上げ　外

国立大学法人金沢大学 人材派遣契約、図書購入契約

国立大学法人静岡大学
講義室椅子等の物品購入契約
新規中小企業のみに配慮した契約ではないため、契約件数等は把握しておりません。

国立大学法人名古屋大学 ケーブルの購入，ノートパソコンの購入，翻訳　等

国立大学法人三重大学 トイレットペーパーの購入

国立大学法人滋賀医科大学 消毒器性能検査作業、樹木伐採業務、空調設備更新等

国立大学法人京都工芸繊維大学 器具、装置、薬品等

国立大学法人奈良女子大学 製本印刷

国立大学法人岡山大学 建築一式工事　1件　108千円

国立大学法人鹿屋体育大学 カヌー艇運送他

大学共同利用機関法人情報・システム研究
機構

階段非常照明LED改修工事

独立行政法人国立高等専門学校機構 パソコン機器の購入等

国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構

・物質生命科学実験棟１階非常用発電機室扉更新工事
・レーザー保護機器の製作

厚生労働省所管

独立行政法人福祉医療機構
防災対策用備蓄品の購入　229千円
更衣室用ロッカーの購入　108千円　　　他3件　計534千円

独立行政法人労働政策研究・研修機構 当機構発行誌に使用する写真の購入（9件、213千円）

独立行政法人国立重度知的障害者総合施
設のぞみの園

事務用品（181件　5,372千円）　賃貸借契約（駐車場等　22件　1,744千円）

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構

訓練用書籍の購入、名刺等の印刷業務

機関
（３）少額随契に際し、契約履行の支障の有無に留意しながら、新規中小企業者を見積り先に含めるよう努めた
結果、新規中小企業者との契約に結びついた事例。

33



独立行政法人国立病院機構
・日用品購入
・看護職員募集広報　216千円

独立行政法人地域医療機能推進機構 電気専用回路張替及び、ロードサイン看板等、新たに地元の新規中小企業者へ声かけした。2件、304千円

農林水産省所管

独立行政法人家畜改良センター 試験研究用物品、薬品の契約等

国立研究開発法人水産研究・教育機構
・英文校閲業務
・３６６件・４９，１２１千円

独立行政法人農業者年金基金
事務用消耗品等の購入　222千円
印刷　203千円

独立行政法人農林漁業信用基金 紙購入１件、5千円

経済産業省所管

独立行政法人工業所有権情報・研修館 図書の購入、研修講師の派遣

独立行政法人情報処理推進機構 少額の役務調達において、「ここから調達」を活用して見積り合わせを実施。（数十万円程度）

独立行政法人日本貿易振興機構 印刷

独立行政法人中小企業基盤整備機構 パンフレット制作、WEBサイト制作等

国土交通省所管

独立行政法人水資源機構 電気機器等購入、消防用設備点検業務等

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研
究所

触媒加工器具類、ペーパーウェイト、フェアライトトロイダルコア購入
バイコニカルアンテナ購入、HDD購入、アダプター購入、光モードシングルスプリッタ購入

独立行政法人海技教育機構 自家用電気工作物保安管理業務、ＰＣ修理

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構

不動産鑑定評価業務、新聞購読

独立行政法人自動車事故対策機構 受講者情報を活用するためのシステム改良、エコバッグの作製

環境省所管

国立研究開発法人国立環境研究所 機器修理、9件、1,605千円　等

独立行政法人環境再生保全機構 「ここから調達」を活用

防衛省所管

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機
構

物品の購入

機関
（３）少額随契に際し、契約履行の支障の有無に留意しながら、新規中小企業者を見積り先に含めるよう努めた
結果、新規中小企業者との契約に結びついた事例。

34



１５．新規中小企業者への配慮

内 閣 ・ 内 閣 府
・オープンカウンター方式を導入するとともに、当該参加資格をC及びD等級に限定することで、新規中小企業
者の受注機会の増大に配慮した。（公正取引委員会）
・オープンカウンター方式見積合わせを導入し、新規中小企業者が参加しやすい体制を整えた。（警察庁）

法 務 省
・調達品目に係る銘柄指定の撤廃及び過去の実績に頼らないように配慮した。
・「ここから調達」サイトの活用を試みたが，受注までには至らなかった。

財 務 省
オープンカウンタ方式の実施、入札参加条件（資格等級）や公告期間・契約準備期間に配慮し、受注機会の増
大及び新規業者の参加促進に努めている。調達情報メールマガジンによる調達情報の配信（メール本文に「こ
こから調達」に係る内容も記載。）

経 済 産 業 省 新規中小企業者への契約手続等の説明

総務省所管

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管
理機構

「ここから調達サイト」の活用。

文部科学省所管

国立大学法人富山大学
独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営するサイト（ここから調達サイト）により新規中小企業者の情報を入
手することについて、調達担当者へ周知した。

国立研究開発法人物質・材料研究機構

運用方針のうち特に新規中小企業へ配慮したものとして、電子入札が未導入・未経験の場合は導入及び運用
費用がかかること、また対応できない業者のことも考えると、電子入札のみでは新規中小企業者の参加の低下
に繋がる場合があることから、原則としては電子入札を利用とするが、全ての案件について紙での応札も認める
こととした。

厚生労働省所管

独立行政法人地域医療機能推進機構
製造販売会社との商談では、当院からの見積・入札案件がある場合には大企業（卸等）のみの対応だけではな
く、中小企業の商談も積極的に進め、受注の機会を得られるように配慮した。

農林水産省所管

独立行政法人農業者年金基金 ここから調達サイトを活用　425千円

経済産業省所管

独立行政法人情報処理推進機構
仕様書の作成において、納入期限の設定をする際、適正な納入期限の設定に努めた。
仕様書の作成において、要件で実績を求める必要がある場合においても、過度な実績を求めることがないよう
努めた。

国土交通省所管

独立行政法人国際観光振興機構
入札や企画競争を行う際には本部の掲示板に掲載、およびホームページでの公告を行った。またオープンカウ
ンター方式を導入し、調達情報をホームページに掲載するなど、受注機会の拡大に努めた。

環境省所管

国立研究開発法人国立環境研究所
類似の契約で新規中小企業者との契約実績のある場合には、新規中小企業者の参入を妨げることがないよう
特に留意して仕様内容等をさだめた。

機関 (４)（１）から（３）の他、新規中小企業者の受注機会の増大に対して、特段の配慮を実施した事例。
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１７ ．

【衆議院】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

引き続きホームページにおいて入札公告及び契約情報を提供して、中小企業者の受注機会拡大の一助と
する。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

【組織　国立国会図書館】
当館とこれまで契約実績のなかった新規の中小企業者の入札参加及び契約に至った。

ホームページにおいて入札公告及び契約情報を提供して、中小企業者の受注機会拡大の一助とする。
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【参議院】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

29年度については、より一層、中小企業（新規含む）の受注機会の増大に最大限に努める。

官公需対象契約全体に占める中小企業との契約割合は17.3％であり、前年度の28.4％から11.1%減少して
いる。また、物件につい57.8％と前年度59.1％から1.3％減、工事については7.1％と前年度41.1％から
34％減となっている。役務についても16.1％と前年度19％から2.9％減となっている。これは、参議院選挙
対応のための工事や情報システムの更新・運用等、中小企業以外の者と契約締結要する経費等の割合が
高かった為、結果として目標を下回ったと考えられる。新規中小企業者については全体比率が0.3％となり
昨年度の0.1％から0.2％増となっており、新規中小企業対応には一定の結果が現れたと考える。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

新規中小企業の受注機会増大のために、少額随意契約を締結する場合においては、なるべく新規中小企
業から見積もりを聴取するよう努めた。

「平成 ２８ 年度における参議院の中小企業者に関する契約の方針」に基づき、中小企業の受注機会の増
大に最大限努める。
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【最高裁判所】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

中小企業の発注機会を拡大するため，引き続き少額随意契約を締結する際，中小企業から見積書を徴す
る。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

少額随意契約における見積書については，その大多数を中小企業から徴取した。

中小企業の受注機会を増大させるため，少額随意契約を締結する場合には，中小企業から見積書を徴取
するようにした。
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【会計検査院】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

中小企業者の受注機会の増大のため、少額随意契約を締結する場合にはより多くの中小企業者へ情報の
提供を行い、一般競争においても、ホームページを利用した速やかな調達情報の提供に努める。また、競
争参加資格の設定については、中小企業者の受注機会の確保に配慮し、下位等級者の競争参加が可能
となるよう、弾力的な運用を図る。

官公需契約実績額のうち、情報システム関連の大型案件の占める割合が高く、当該案件の国庫債務負担
行為による契約金額一括計上のため。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

少額随意契約や、一般競争契約の案件が発生するごとに随時、中小企業者への調達情報の提供を行っ
た。

中小企業者の受注機会の増大のため、少額随意契約を締結する場合にはより多くの中小企業者へ情報の
提供を行い、一般競争においても、ホームページを利用した速やかな調達情報の提供に努める。また、競
争参加資格の設定については、中小企業者の受注機会の確保に配慮し、下位等級者の競争参加が可能
となるよう、弾力的な運用を図る。
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【内閣官房】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

昨年度に引き続き、少額随契を実施する場合には、中小企業者から見積もりを徴することとする。

一般競争入札の実施による結果。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

適正に実施した。

少額随契を締結する場合には、中小企業者から見積もりを徴することとする。
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【内閣法制局】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

少額随意契約の場合は、できる限り中小企業から見積書を取り寄せ、見積り合わせによって、契約を締結
することとする。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

計画のとおり実施した。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

少額随意契約の場合は、できる限り中小企業から見積書を取り寄せ、見積り合わせによって、契約を締結
することとする。
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【人事院】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

昨年度に引き続き、中小企業官公需品目の発注を行うに当たっては、既存の中小企業のみならず新規の
中小企業者への発注を行うための情報収集に努める。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・他省庁の契約状況の把握（ＨＰに公表している案件の把握）
・営業の飛び入りについての門戸開放
・希望する業者に対して、入札案件の都度メールにて連絡

中小企業官公需品目の発注を行うに当たっては、既存の中小企業者のみならず新規の中小企業者への
発注を行うための情報収集に努めた。
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【内閣本府】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

昨年度に引き続き、少額随契を実施する場合には、中小企業者から見積もりを徴することとする。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

一般競争入札の実施による結果。

適正に実施した。

少額随契を締結する場合には、中小企業者から見積もりを徴することとする。
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【宮内庁】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

平成29年度の官公需予算の規模が少なくなったことから目標額は平成28年度を下回ることとなった。

昨年度に引き続き，少額の契約においては，可能な限り中小企業者から見積りを徴収し，受注機会の増大
に努める。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

競争入札の実施による結果。

少額の契約においては，可能な限り中小企業者から見積りを徴収し，受注機会の増大に努めた。

少額の契約においては，可能な限り中小企業者から見積りを徴収し，受注機会の増大に努める。
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【公正取引委員会】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

・オープンカウンターの対象となる案件の拡大及び実績の増加を図る。
（現時点では物品の購入に限定しているところ，パンフレット等の印刷等も対象とすることで，より中小企業
者の受注機会の増大を図る。）

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

前年度と比べて大規模な一般競争入札事案が多く，中小企業・小規模事業者以外の事業者の受注が多
かった。

・随意契約において，可能な限り中小企業者から見積りを徴収した。
・平成２９年１月にオープンカウンターを導入し，２８年度において１件実施した。

・随意契約による場合には，可能な限り中小企業者から見積書を徴収することとする。
・オープンカウンターを導入し，中小企業者の受注機会の増大を図る。
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【警察庁】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

・競争の結果、大企業の落札が増えるものと予想され、中小企業・小規模事業者の契約額は減少すると見
込まれるため。

・平成２９年度においても引き続き、ホームページの活用による迅速かつ適切な調達情報の公表等により、
中小企業・小規模事業者の受注機会増大に努める。
・少額随意契約にあっては、可能な限り中小企業・小規模事業者への声掛けを行っていく。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

平成２８年度補正予算（約１００億円）において、主に車両購入費と通信機器整備費の契約を大企業と締結
したため、実績・目標ともに下回った。

・中小企業・小規模事業者向け契約額　　　 約２０９億円（前年度実績比　約３億円減）
・中小企業・小規模事業者向け契約比率　　４０．７％    （前年度実績比　１２．３％減）

・ホームページの活用による迅速かつ適切な調達情報の公表等により、中小企業・小規模事業者の受注
機会の増大に努めた。
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【金融庁】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

・中小企業の受注拡大のため、競争入札の実施にあたり、競争参加資格を下位等級に拡大する。
・少額の随意契約を行う場合、中小企業者から見積書を徴取する。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

システム開発等の一般競争入札案件の落札者が大企業であったこと。

・一般競争入札を行う場合、できる限り競争参加資格を下位等級に拡大した。
・少額の随意契約を行う場合、できる限り中小企業者から見積書を徴取した。

・中小企業の受注拡大のため、競争入札の実施にあたり、競争参加資格を下位等級に拡大する。
・少額の随意契約を行う場合、中小企業者から見積書を徴取する。
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【消費者庁】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

予定価格に対する等級に対応するものに加え、当該等級よりも下位の等級者の入札参加を認めた。

中小企業等への入札機会の拡大
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【復興庁】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

新規中小企業者の受注機会拡大のため、少額随意契約を行う際には、新規中小企業者からも見積書を取
得するよう努める。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

　物件等の発注に当たっては、経済合理性・公平性等に反しないかどうかを十分検討したうえで、可能な限
り分離・分割して発注に努めた。

　物件等の発注に当たっては、経済合理性・公平性等に反しないかどうかを十分検討したうえで、可能な限
り分離・分割して発注に努める。
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【総務省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

見積依頼先について、引き続き、インターネットで幅広く情報を収集し、新規業者の参入を促す。
ただし、その際に品質の確保等に留意する。

価格競争の結果によるもの。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・競争入札における参加資格については、等級の適切な設定に努め、下見積書徴取の段階で中小企業者
が応札可能である案件については、設定する等級の拡大を行った。
・地方支分部局においては、中小企業者の受注機会の増大のため、少額随契を締結する場合には、基本
的に中小企業者から見積書を徴取するように努めた。

・今後も調達内容の適合性・機能性に配慮しつつ、等級の適切な設定に努める。
・地方支分部局においては、官公需契約対象の精査徹底に努める。
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【法務省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

該当なし。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

記載事項なし（平成29年度の当該方針が未設定のため。）。

・一般競争入札を実施することで大企業の参入が増加した。
・大企業と中小企業・小規模事業者との景気の差
・金額が高額になるほど中小企業者以外との契約が多くなる。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・新規中小企業を含む中小企業に多数の見積り依頼を行った。
・頻繁に事業者に対して調達情報の提供を行うとともに，関連性の薄い事業者に対しても声かけを行うなど
し，入札・見積もり合わせへの参加を促した。
・競争入札において，予定価格に対応する等級の者に加え，下位等級者を参加させたことにより，中小企
業・小規模事業者への受注機会が増大した。
・新規の業者で見積りを提出する業者が増えた。

・少額随契が可能な契約については，可能な限り中小企業・小規模事業者から調達を行った。
・機会あるごとに市場調査を実施し，予定価格への反映及び積極的に中小企業・小規模事業者への受注
機会の確保を実施した。
・引き続き広く近隣業者に見積り依頼を実施し，発注の機会を増やすよう努めた。
・予定価格に対応する等級の者以外にも下位等級者を参加させ，中小企業・小規模事業者への受注機会
の拡大に努めた。
・入札公告期間及び見積依頼期間に余裕をもたせて，参加事業の確保に努めた。
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【外務省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

前年度と同様、中小企業者の受注機会の増大に努める。
　入札情報（仕様書、契約書案等）及び入札結果をインターネットを通じ公開する。

一般競争入札等、競争性のある契約によるものと考えられる。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

中小企業者の受注機会の増大のため、少額随契案件においては、中小企業者より見積書を徴取するよう
努めた。

中小企業者の受注機会の増大のため、少額随契案件においては、中小企業者より見積書を徴取するよう
努めた。
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【財務省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

引き続き入札公告等における十分な公告期間の確保、ホームページ等の活用や「調達メールマガジン」の
発信先拡大などにより、前広な情報提供を実施する。
随意契約については、引き続き中小企業に発注することとする。

入札等を行った結果、中小企業・小規模事業者ではなく大企業が落札し、契約を締結したため。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・電子調達システムの利用等による調達手段の簡素・合理化を図った。
・少額随意契約において、可能な限りオープンカウンター方式を採用したことなどにより、見積徴取先を中
小企業を含めて幅広く選定することができた。
・ホームページにおいて、年度中の発注見通しや入札公告等の発注情報を提供した。また、登録した業者
には、入札公告日に「調達メールマガジン」で調達情報を配信した。

・電子調達システムの利用等による調達手段の簡素・合理化を図る。
・少額随意契約における見積徴取先を、中小企業を含めて幅広く選定する。
・入札公告等における公告期間を十分に確保するほか、ホームページ等の活用や「調達メールマガジン」
を登録者に配信するなどして、前広な情報提供を実施する。
・随意契約については、積極的に中小企業に発注する。
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【文部科学省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

・入札日程の適切な設定、参加者の拡大が見込まれるよう仕様の検討
・総合評価落札方式の実施において，競争性を低下させることが無いよう十分に配慮ししつつ，地域精通
度及び地域貢献度を考慮した企業の評価を実施する。また，対象案件がある場合は，入札ボンド等の活
用，低入札価格調査のうち，極端な低入札者について，特に重点的な調査を実施する。

・官公需契約対象予算額の減
・大型の建物実施設計業務、設計履行確認業務、新営工事（政府調達案件）について、中小企業者以外
の者が受注したため，全体としての中小企業者への官公需受注の実績が目標を下回ったものである。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・入札日程の適切な設定、参加者の拡大が見込まれるよう仕様の検討
・総合評価落札方式の入札において，競争性を低下させることが無いよう十分に配慮しつつ，地域精通度
及び地域貢献度を考慮した企業の評価を実施する。また，対象案件がある場合は，入札ボンド等の活用，
低入札価格調査のうち，極端な低入札者について，特に重点的な調査を実施する。

・総合評価落札方式で実施した２件の工事において，評価項目に地域精通度を設定して実施し，そのうち
２件を中小企業者が受注した。
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【厚生労働省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

該当しない。

○実績額については、当初見込んでいた官公需契約総予算額に比べ、官公需契約総実績額が少なかっ
たことに伴い、うち中小企業・小規模事業者向契約実績も減少したため。
○実績比率については、以下の様な要因が官公需契約に占める中小企業の比率に影響を与えたと考えら
れる。
・結果的に中小企業以外が受注した入札案件の契約金額が高額であったこと。
・建物・設備等の老朽化に伴う修繕等が増えており、見積競争の結果、建物を建築した際の大企業との契
約が増えたこと。
・事務用品全般である在庫管理消耗品が、一括調達に伴う一般入札案件になり、結果的に中小企業が落
札できなかったこと。
○結果として、平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率は目標
額・目標比率に達しなかった。

○少額随意契約については、可能な限り中小企業者から見積書を徴する。
○物件等の発注に当たっては、明らかに中小企業・小規模事業者の参入の余地がないと考えられる案件
を除き、価格面、数量面、工程面等からみて分離・分割して発注することが経済合理性・公正性等に反しな
いかどうかを十分検討したうえで、可能な限り分離・分割して発注を行うよう努める。
○一括調達、共同調達による競争参加資格の設定に際しては、一等級又は二等下位の等級者の競争参
加を可能となるよう弾力的な運用に努める。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

○少額随意契約については、可能な限り中小企業者から見積書を徴した。
○物件等の発注に当たっては、明らかに中小企業・小規模事業者の参入の余地がないと考えられる案件
を除き、価格面、数量面、工程面等からみて分離・分割して発注することが経済合理性・公正性等に反しな
いかどうかを十分検討したうえで、可能な限り分離・分割して発注を行うよう努めた。
○一括調達、共同調達による競争参加資格の設定に際しては、一等級又は二等下位の等級者の競争参
加を可能となるよう弾力的な運用に努めた。

○少額随意契約については、可能な限り中小企業者から見積書を徴する。
○物件等の発注に当たっては、明らかに中小企業・小規模事業者の参入の余地がないと考えられる案件
を除き、価格面、数量面、工程面等からみて分離・分割して発注することが経済合理性・公正性等に反しな
いかどうかを十分検討したうえで、可能な限り分離・分割して発注を行うよう努める。
○一括調達、共同調達による競争参加資格の設定に際しては、一等級又は二等下位の等級者の競争参
加を可能となるよう弾力的な運用に努める。
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【農林水産省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

・複合機やパーソナルコンピューターの賃貸借契約（国債）やガソリン単価契約など支出金額が多い年間
契約を大企業と契約しているなかで、年間の実績額が減少したことにより相対的に中小企業・小規模事業
者の官公需受注の受注額及び比率が低くなった。
・東日本大震災復旧復興関連の建設コンサルタント等業務において、技術力や技術者数が求められる案
件が多く、それらについて中小企業以外の受注比率が高くなった。
・発注ロットの拡大による中小企業者の受注機会の減少や、大規模工事が増えたことから大企業の受注機
会の増加がみられた。
・契約金額の大きい工事における総合評価落札方式の入札において、地域精通度による加算点を設ける
など、中小企業・小規模事業者への配慮を行ったものの、結果として大企業が落札した。
・工事・業務の契約において、競争入札の結果、大企業及びその他の企業の割合が高くなった。

・建設工事におけるダンピング対策として、調査基準価格を下回った場合、低入札価格調査を実施。
・少額の契約案件の場合に可能な限り中小企業・小規模事業者から見積書を徴取する。
・建設工事については、参加資格に地域要件を加え、地元の受注機会を確保する。
・物品・役務の一括調達入札については、下位等級者も加えることを検討する。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・低入札価格調査において、施工体制の点検、下請け状況の調査等を実施。
・建設工事においては、参加資格に地域要件を加え、地元の受注機会の確保に努めた。
・共同調達における下位等級の参加の推進と、小規模事業者が参加しやすい調達品目の分類化に努め
た。

・建設工事におけるダンピング対策として、調査基準価格を下回った場合、低入札価格調査を実施。
・業務の履行に支障がないと判断される少額の契約案件については、可能な限り中小企業への発注を行
う。
・事業所発注の建設工事については、参加資格に地域要件を加え、地元の受注機会を確保する。
・物品・役務における当該等級の下位者を加える。
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【経済産業省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

上記（１）を引き続き実施する。また、本省のみならず外局・地方支分部局にも展開し、省全体で取り組んで
いく。
新規中小企業者の調達目標設定年度であるため、目標達成ができるよう新規中小企業者の受注機会増
大に努める。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・メールマガジン等による入札情報の発信を実施した。
・オープンカウンター方式もホームページに調達情報を公示した。
・入札説明会から入札までの期間を十分確保した。
・オープンカウンター方式による調達案件も電子調達システムによる見積書提出を可能とした。

・入札情報について、ホームページへの公示に加え、メールマガジン等の広報媒体を活用するなど、当省
からの情報発信を行う。
・オープンカウンター方式（少額の随意契約）による調達についても、ホームページに調達情報を公示す
る。
・中小企業・小規模事業者が余裕をもって計画的に参加できるよう、仕様の内容に応じて適切な公示期間
を設けることに加え、可能な限り説明会を実施し、説明会から入札までの期間を十分に確保する。
・オープンカウンター方式による調達案件について、電子調達システムを利用とした見積書の提出を可能と
する。
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【国土交通省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

・目標は、過去の実績を踏まえて設定した結果である。この他、大企業が落札すると見込まれる大規模調
達の予定があることが理由としてある。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

・官公需法に基づく基本方針に沿った取組を進めることとし、引き続き、少額随意契約における中小企業の
活用や等級の設定等に当たっての中小企業への配慮を行う。

・基本的に競争入札の結果によるものと考えられるが、この他の要因として、一括調達の拡大による大ロット
業務の影響や、既存のリース物件の修理等の相手方が大企業となる発注が多かったことなどがあった。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・上位下位等級の適用拡大や、少額な契約案件の場合に、中小企業者と随意契約を結ぶ等の積極的な
取り組みを行った。
・この他、各発注部局で低入札調査の重点化等、発注内容に応じた取組を行った。
・試行的に自治体発注工事と直轄工事を同一に評価し、地元企業の参加促進を図った。

・少額随契において、中小企業を積極的に活用するよう努める。
・低入札対象工事等における重点調査の拡大及び調査結果の公表を行う。
・上位下位等級の適用拡大等、等級の設定に当たって中小企業者に配慮する。
・自治体発注工事と直轄工事を同一に評価することにより、地元企業の参加促進を図る。
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【環境省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5)

・予定価格の額の高い工事等の案件については、中小企業では事業規模として受注が難しいため。

　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

・低入札価格制度を確実に実施する。
・地元中小企業への積極的な発注を推進していく。
・入札時の競争参加資格の等級拡大。

・中小企業者以外と契約している継続契約の金額の割合が高かったことによる。
・入札案件等の契約金額が大きい案件について大企業による落札が多かったため。
・目標比率と実績比率の際は、一般競争入札の結果によるところが大きかったと考えられる。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

・低入札価格調査を確実に実施する。
・中小企業に発注できるものは積極的に実施する。
・地元企業への積極的な発注を推進していく。
・入札時の競争参加資格の等級拡大する。

・低入札価格調査を確実に実施した。
・中小企業への発注を積極的に実施した。
・地元企業への積極的な発注を推進した。
・入札時の競争参加資格の等級拡大した。
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【防衛省】　平成２８年度の官公需施策の措置状況及び平成２９年度の計画等について

(1) 平成２８年度において重点的に講じることを計画した官公需施策の具体的内容

(2) (1)における重点化を計画した官公需施策の実施状況

(3)

(4) 平成２９年度に重点的に講じようとする官公需施策の計画内容

(5) 　平成２９年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率が平成２８年度にお
ける中小企業・小規模事業者の官公需受注の実績額・実績比率を下回る場合の具体的な理由等をご記
入下さい。

当該契約の予定価格の範囲に応じた級別の格付けをされた者のほか、当該級の２級下位までの級別をさ
れた者を競争参加させるようにする。調達予定情報の公告掲示期間を長期的に入札公告を実施し、ホー
ムページ及び省内掲示板で公表することにより受注機会増大、新規参入業者の拡大に努める、納期・工期
の適正な設定、発注情報等の提供、銘柄指定の廃止、地元中小企業に対する競争参加への勧誘推進、
オープンカウンター方式を推進し、新たに参入した地元事業者を活用する。少額随契等における新規及び
地元業者を含めた見積依頼の実施、全省統一資格者名簿の活用（入札案内）、公告掲示場所の拡大、イ
ンターネット等を活用した入札案内等の情報の提供、官公庁入札参加資格の未取得業者に対する申請依
頼、迅速な支払いの実施。

契約金額の大きい案件を中小企業･小規模事業者以外の者が受注することが多かった。法令・規則等の
範囲内で可能な限り中小企業・小規模事業者の参入を図ったが、最低価格での申込みをした者が結果的
に中小企業・小規模事業者ではなかった。

　平成２８年度における中小企業・小規模事業者の官公需受注の目標額・目標比率と実績額・実績比率
の相互の関係に影響を与えたと考えられる主たる要因について（上記(2)を除く 。実績額・実績比率が目
標額・目標比率を下回った場合の具体的な理由等）

当該契約の予定価格の範囲に応じた級別の格付けをされた者のほか、当該級の２級下位までの級別をさ
れた者を競争参加させるようにする。見積合わせにおいて他機関の契約実績や地方自治体の登録業者及
びインターネット等を利用して受注可能業者を調べ、参入業者拡大に努めた。納期・工期の適正な設定及
び迅速な支払いの実施。銘柄指定の廃止。

中小企業が十分対応できる納期・工期の設定に配慮、年度発注予定工事の公表、同等品による物件等の
発注、地元中小企業に対し競争参加の勧誘、予定価格に対応する等級に加えて下位の等級の参加を可
能にする運用を図った。基地ホームページ、近隣基地及び近隣商工会議所での入札情報の掲示による閲
覧機会の拡大、特殊な案件等以外の地元中小企業に対する見積依頼の実施、早期要求による公告期間
の延長、入札情報の公表場所の拡大。
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